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鎌倉市の空き家について
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１．本市の現状

【総人口】

※実績値の総人口には年齢不詳を含む

本市の総人口は、1985年に人口のピーク（国勢調査）を迎えました。その後、2000
年代は微増し、2010年以降は再び減少傾向になっています。
今後として、国立社会保障・人口問題研究所の推計によると、急速な減少が見込ま

れており、65歳以上人口は、人口数・年齢３区分割合ともに増加見込みです。

出典：国勢調査(1960～2015年)、国立社会保障・人口問題研究所(2018年3月)
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◆ 2015年 人口密度

出典：国勢調査(2015年)、国立社会保障・人口問題研究所(2018年3月)

2015年では、駅の徒歩利用圏内では60人/ha以上
の人口密度が形成されています。また、七里ガ浜
住宅地等の丘陵住宅地でも60人/ha以上の人口密度
が形成されています。

１．本市の現状

【人口密度】



４

◆ 2015年 高齢化率

出典：国勢調査(2015年)、国立社会保障・人口問題研究所(2018年3月)

2015年時点の高齢化率は、全市的には30.6%であ
るなか、今泉台等の丘陵住宅地や鎌倉地域の谷戸エ
リア等で40%以上の高い高齢化率を示しています。

１．本市の現状

【高齢化率（65歳以上人口割合） 】
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２．空き家の現状（住宅・土地統計調査から）

空き家の総数は、20年で1.5倍（576万戸→849万戸）に増加。

居住目的のない空き家（いわゆる「その他空き家」：349万戸）が20年で約1.9倍に増加。

【全国の空き家の状況】

出典：国土交通省住宅局（空家等対策の推進に関する特別特措法の一部を改正する法律について）
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住宅・土地統計調査
における「空き家」

一戸建の住宅やアパートのように完全に区画さ
れた建物の一部で、一つの世帯が独立して家庭生
活を営むことができるように建築又は改造された
ものを住宅と定義している。
※共同住宅や長屋建は１部屋ごとに住宅と定義し
ているため、空き家である部屋数分だけカウント
される。
※国又は地方公共団体が所有、又は管理している
建築物等を含む。

調査時点で人が住んでいない又は３か月にわ
たって住む予定の人もいない住宅を空き家と定義
している。

空家特措法における
「空家等」

建築物又はこれに附属する工作物であって居
住その他の使用がなされていないことが常態で
あるもの及びその敷地（立木その他の土地に定
着する物を含む。）をいう。
※共同住宅や長屋建はすべての部屋が空き家で
ある場合に空家等としてカウントされる。
※国又は地方公共団体が所有、又は管理してい
る建築物等を除く。

年間を通して使用実績がない建築物等を空家
等と定義している。

２．空き家の現状（住宅・土地統計調査から）

【空き家（用語）の違い】

国の統計に使用さ
れている値

市が空き家として
把握している値



7出典：令和５年住宅・土地統計調査結果（総務省統計局）

２．空き家の現状（住宅・土地統計調査から）

【住宅・土地統計調査】

住宅・土地統計調査（5年ごと）は、我が国の住宅とそこに居住する世帯の居住状況、世帯
の保有する土地等の実態を把握し、その現状と推移を明らかにする調査です。

空
き
家

その他の住宅 賃貸用の空き家、売却用の空き家及び二次的住宅以外の人が住んでい
ない住宅で、例えば、転勤・入院などのため居住世帯が長期にわたっ
て不在の住宅や建て替えなどのために取り壊すことになっている住宅
など（注：空き家の種類の判断が困難な住宅を含む。）

賃貸用の住宅 新築・中古を問わず、賃貸のために空き家になっている住宅

売却用の住宅 新築・中古を問わず、売却のために空き家になっている住宅

二次的住宅 別荘 週末や休暇時に避暑・避寒・保養などの目的で使用される住宅で、ふ
だんは人が住んでいない住宅

その他 ふだん住んでいる住宅とは別に、残業で遅くなったときに寝泊まりす
るなど、たまに寝泊まりしている人がいる住宅

用語の定義

居住目的のない空き家



8出典：令和５年住宅・土地統計調査結果（総務省統計局）

空き家は9,290戸であ
り、住宅総数の10.8％に
あたります。

２．空き家の現状（住宅・土地統計調査から）

【住宅ストックの状況（令和５年度）】

その他の住宅（例：転
勤・入院等のために居住
世帯が長期にわたって不
在、建替え等のために取
り壊すことになっている
住宅等）が4,610戸で5.
４％を占めています。

一戸建て

44,600戸

持ち家　：41,710戸

民営借家：1,630戸

給与住宅：　170戸

長屋建て

1,760戸

持ち家　：310戸

民営借家：980戸

共同住宅

28,010戸

持ち家　：11,160戸

公的借家：　 460戸

公社借家：　 440戸

民営借家：13,290戸

給与住宅：　 680戸

その他

０戸

二次的住宅　：　310戸（0.3％）

賃貸用の住宅：3,970戸（4.6％）

売却用の住宅：　410戸（0.5％）

その他の住宅：4,610戸（5.4％）

居住世帯

のない住宅

10,060戸

専用住宅

74,370戸
居住世帯

のある住宅

75,980戸

住宅総数

86,040戸

（100％）

店舗その他の併用住宅

1,610戸

一時現在者のみの住宅　520戸

建築中の住宅　250戸

空き家

9,290戸

（10.8％）



９

住宅総数は増加していますが、空き家
の総数は平成25年度から減少傾向にある
ため、空き家率は減少しています。

２．空き家の現状（住宅・土地統計調査から）

【空き家率の推移】

出典：平成10年から令和５年までの住宅・土地統計調査結果（総務省統計局）

住宅総数
（戸）

増加率
（％）

空き家総数
（戸）

増加率
（％）

空き家率
（％）

平成10年
（1998年） 67,620 7,670 11.3

平成15年
（2003年） 74,250 9.8 7,940 3.5 10.7

平成20年
（2008年） 76,500 3 7,090 -10.7 9.3

平成25年
（2013年） 81,950 7.1 9,630 35.8 11.8

平成30年
（2018年） 81,250 -0.9 9,460 -1.8 11.6

令和５年
（2023年） 86,040 5.9 9,290 -1.8 10.8
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二次的住宅は減少傾
向にあります。

２．空き家の現状（住宅・土地統計調査から）

【空き家の種類別動向】

出典：平成15年から令和５年までの住宅・土地統計調査結果（総務省統計局）
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１１

２．空き家の現状（住宅・土地統計調査から）

【周辺都市との比較】

鎌倉市の空き家率は10.8％
と、全国平均よりは低いもの
の、神奈川県平均よりは高い
割合になっています。

出典：令和５年住宅・土地統計調査結果（総務省統計局）

その他の住宅率は空き家率
の概ね半分である5.4％を占め
ており、周辺都市と比べて高
い傾向にあります。
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１２

平成25年と比べて、令和５年の
「戸建空き家数」及び「戸建空
き家の内、その他の住宅数」は
増加しています。

２．空き家の現状（住宅・土地統計調査から）

【戸建空き家の動向】

出典：平成25年及び令和５年の住宅・土地統計調査結果（総務省統計局）

増加率を見ると、「戸建住宅
総数に占める戸建空き家の割
合」は令和５年のほうが減少し
ているのに対し、「戸建住宅総
数に占めるその他の住宅の割
合」は増加しています。
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２．空き家の現状（鎌倉市の状況）

【市内の空家等の件数の推移】

※件数には、H27年空き家実態調
査の結果で、判定保留戸建住宅と
分類した799戸も含まれます。

市内の空家等の件数は年々増加
しています。
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１４

２．空き家の現状（鎌倉市の状況）

【空き家の分布】
都市マスタープランを参照に地区を５

種類に分類後、地域ごとに分けた場合の、
空き家率（地域別の建築物数は令和２年
度都市計画基礎調査から算出）をみると、
大船から鎌倉東地域にかけての丘陵部で
の空き家率が高い傾向にあります。

H27年度の実態調査結果で空家等と判断
した建築物（判定保留戸建住宅を含
む）と住民から空き家の相談を受けた
建築物を合わせて作成した分布です。
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１５

２．空き家の現状（鎌倉市の状況）

【空き家の相談状況】

樹木、害獣等

76%

建築物

14%

付属物

6%

相談

5%

相談内容内訳

近隣住民

85%

その他

15%

相談者内訳

合計102件の相談があ
り、その内40件が過年度
からの継続事案でした。
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２．空き家の現状（鎌倉市の状況）

【空き家の相談状況】

近隣住民

72%

その他

28%

相談者内訳

樹木、害獣等

80%

建築物

15%

付属物

5%

相談内容内訳

令和７年３月５日時
点で合計132件の相談
があり、その内61件が
過年度からの継続事案
でした。
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２．空き家の現状（鎌倉市の状況）

【空き家の相談状況】

空き家の相談窓口
を一本化した平成
29年度は相談件数
が急増しました。

令和２年には減少
しましたが、近年は
増加傾向にあります。
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１８

２．空き家の現状（鎌倉市の状況）

【空き家に対する市の取り組み】

◆ 対策１ 空き家を増やさない

（１）HP、リーフレット及びパンフレットを配布し、空き家に関する情報提供を行っています。
（２）所有者不明の空き家となることを防ぐよう、相続人への通知に相続登記の義務化に関するリーフレットを同
封しています。

◆ 対策２ 空き家を適切に管理する

（１）所有者が気軽に相談できるよう、専門家団体等と協定を締結し、相談先として案内しています。
（２）空き家の維持管理としてふるさと納税制度を活用しています。

◆ 対策３ 空き家を利活用する

「空き家空き店舗等情報登録制度」を運営しています。

◆ 対策４ 効果的に指導する

市民から近隣の空家に対する相談を受けたら、現地調査を実施の上、適切な管理がされていないと判断した場合
所有者を調べて、適切な管理を依頼する文書を送付しています。

◆ 対策５ 実施体制を整える

都市整備総務課住宅担当が空き家に関する相談窓口として、情報を一元化して管理し、必要に応じて関連課に
協力依頼を行う体制ができています。
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MSPC692
テキストボックス
資料４




１－１．空き家対策を巡る現状

空家等対策の推進に関する特別措置法（概要）
背 景

定 義

施策の概要

公布： 平成26年11月27日
施行： 平成27年2月26日
（※特定空家等に対する措置の規定は5月26日）

○ 平成25年時点での空き家は全国約820万戸と増加の一途であり、多くの自治体が空家条例を制定するなど、空き家対策が全国的に課題。

○ 適切な管理が行われていない空家等が防災、衛生、景観等の地域住民の生活環境に深刻な影響を及ぼしており、地域住民の生命・身体・

財産の保護、生活環境の保全、空家等の活用のため対応が必要（1条）

○「空家等」とは、建築物又はこれに附属する工作物であって居住その他の使用がなされていないことが常態であるもの及びその敷地

○「特定空家等」とは、以下の空家等をいう。
① 倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態 ② 著しく衛生上有害となるおそれのある状態
③ 適切な管理が行われないことにより著しく景観を損なっている状態
④ その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態

・国は、空家等に関する施策の基本指針を策定
・市町村は、国の基本指針に即し空家等対策計画を策定、協議会を設置
・都道府県は、市町村に対して技術的な助言等必要な援助

○ 基本指針・計画の策定等（５～８条）

・市町村長は、法律で規定する限度において、空家等への立入調査が可能
・市町村長は、空家等の所有者等を把握するために固定資産税情報の内部
利用が可能

・市町村は、空家等に関するデータベースの整備等を行うよう努力

○ 空家等についての情報収集（９～11条）

・市町村による空家等及びその跡地に関する情報の提供そ
の他これらの活用のための対策の実施

○ 空家等及びその跡地の活用（13条）

・市町村が行う空家等対策の円滑な実施のために、国及び地方公
共団体は、対策実施に要する費用の補助、地方交付税制度の拡
充等を行う

・このほか、今後必要な税制上の措置等を行う

○ 財政上の措置及び税制上の措置等（15条）

・特定空家等に対しては、除却、修繕、立木竹の伐採等の措置
の助言又は指導、勧告、命令が可能。

・さらに要件が明確化された行政代執行の方法により強制執行
が可能

○ 特定空家等に対する措置（14条１～15項）（※）

空家等

特定空家等

○ 所有者等による空家等の適切な管理の促進（12条）
・市町村は、所有者等による空家等の適切な管理を促進するため、必要
な援助

※附則「施行5年経過後に、施行状況を勘案して検討等を行う」を踏まえ、特定空家等の判断基準の明確化・空家等対策を支援する民間主体
活用の明示化など、基本指針や特定空家等ガイドラインの改定の運用改善を実施（令和3年6月）
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背景と方向性

○ 使用目的のない空家は、この20年で約1.9倍に

増加。今後、更に増加する見込み。

○ 現行法（平成26年制定）は、緊急性に鑑みて、

周囲に著しい悪影響を及ぼす空家（特定空家）

への対応を中心に制度的措置を定めている。

背景

使用目的のない空家：人が住んでいない住宅で、例えば、転勤・入院などのため居住世帯が長期にわたって不在の住宅や
建て替えなどのために取り壊すことになっている住宅など

【出典】：住宅・土地統計調査（総務省）

空家の「活用拡大」、「管理の確保」、
「特定空家の除却等」の３本柱で対応を強化

１
所有者責務の強化 （現行の「適切な管理の努力」に加え、）国・自治体の施策に協力する努力義務を追加

＜状態＞

空家の発生

管理不全

特定空家

【良】

【悪】

活 用

除却等

悪化の防止
（管理の確保）

【使用目的のない空家の数】

182

349

470

0

100

200

300

400

500

1998年 2018年 2030年（推計）

（万戸）

➡ 特定空家になってからの対応は限界。

方向性



１．活用拡大

○「空家等活用促進区域」を創設し、用途変更
や建替え等を促進

－中心市街地、地域再生拠点など
－市区町村が活用指針を明示
－指針に合った空家活用を市区町村から
所有者に要請

－許認可等を合理化･円滑化

接道規制の合理化（建築基準法）

・前面に接する道が幅員４ｍ未満でも、安全確保策※1

を前提に、建替え、改築等を特例認定

４
ｍ
未
満
の
道

用途規制の合理化（建築基準法）

・各用途地域で制限された用途でも、指針
に定めた用途※への変更を特例許可

※市区町村が特定行政庁の同意を得て指針に規定

コミュニティ・カフェとして活用

市街化調整区域内の空家の用途変更（都市計画法）

（１）空家活用の重点的実施

（２）所有者不在の空家の処分

○所有者に代わって処分を行う財産管理人
の選任を市区町村が裁判所に請求

（３）自治体や所有者等へのサポート体制

○空家等管理活用支援法人の創設

－ ＮＰＯ法人、社団法人等を市区町村が指定

・所有者・活用希望者への普及啓発･情報提供

・所有者に寄り添った相談対応、委託に基づく空家管理※

※市区町村が本人同意を得て法人に所有者情報を提供

・委託を受けて所有者探索

・市区町村に財産管理制度の利用を提案 等
２

※1 市区町村と特定行政庁※2が協議して指針に規定
※2 特定行政庁：人口25万人以上の市又は都道府県等

・用途変更許可の際､指針に沿った空家活用が進むよう知事が配慮



２．管理の確保

窓が割れた管理不全空家

＜管理不全空家のイメージ＞

（１）特定空家※化の未然防止 ※周囲に著しい悪影響を与える空家

○国が「空家の管理指針」を告示

（定期的な換気、通水、庭木伐採等）

○放置すれば特定空家となるおそれのある空家
（管理不全空家）に対し、市区町村が指導･勧告

○勧告された空家は住居利用が難しく、敷地に係る
固定資産税の住宅用地特例（1/6等に減額）は解除

空家発生

そのままでは
特定空家化

周囲に悪影響

＜状態＞

良

悪

管理不全空家・・指導・勧告

特定空家・・・指導・勧告・
命令・代執行

（２）管理不全建物管理制度の活用

○所有者に代わって建物管理を行う「管理
不全建物管理人」の選任を市区町村が
裁判所に請求

（３）所有者把握の円滑化

○ 電力会社等にある所有者情報を市区町村
が提供要請

３



３．特定空家の除却等

命令等 代執行

〔緊急時には不要〕

相当の猶予

（１）代執行の円滑化

①緊急代執行制度（創設） ②代執行費用の徴収円滑化

（２）相続放棄、所有者不明･不在の空家への対応
（管理不全空家、特定空家等）

○ 市区町村が裁判所に「財産管理人」（※）の選任を請求し、

修繕や処分を実施

（３）状態の把握

○ 所有者への報告徴収権

を市区町村に付与し、
勧告･命令等を円滑化

利害関係人
選任請求

〔相続放棄・所有者不明等の空家〕

修繕・処分

代執行

市区町村

裁判所

財産管理人

命令等

（緊急代執行を要する崩落しかけた屋根→）

４※相続財産清算人、不在者財産管理人、所有者不明建物管理人、管理不全建物管理人、管理不全土地管理人

（注）民法上は、利害関係人のみ請求可

〔通常の代執行〕

〔緊急代執行〕
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鎌倉市特定空家等に対する措置に関する対応指針とは

【特定空家等】

そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態

又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理が行われ

ていないことにより著しく景観を損なっている状態その他周辺の生活

環境の保全を図るために放置することが不適切である状態にあると認

められる空家等をいう。

対応例：代執行による除却、固定資産税の特例除外

【管理不全空家等（新）】

適切な管理が行われていないことによりそのまま放置すれば

特定空家等に該当することとなるおそれのある空家等

対応例：固定資産税の特例除外

対応指針の対策フロー図（現行指針抜粋）

空家法第１４条第１項

空家法第１４条第２項

空家法第１４条第３項

空家法第１５条第２項

空家法第１４条第９項

判断基準による判定

空家等の把握

現地調査

空家等の所有者等の把握

空家等に対する行政指導

立入調査

費用の徴収

勧告

所有者等への適切な管理に関する助言等

所有者等による適切な処置

鎌倉市空家等対策協議会に諮問・答申

助言・指導

空家等の状況等経過確認 市長が認定

固定資産税の特例除外

命令

戒告書による通知

代執行令書による通知

代執行実施

特定空家等に非該当 特定空家等に該当

資料 ６



年

月 3 6 9 3 6 9 3 6 9

項目 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月

空家等実態調査

空家等対策計画

鎌倉市特定空家等に対する
措置に関する対応指針

政策審議会議

政策会議

パブリックコメント

議会

庁
内
組
織

鎌倉市空家等対策計画等策定スケジュール（予定）

2025(R7)年 2026(R8)年 2027(R9)年

12 12 12

外
部
組
織

鎌倉市空家等対策協議会

計
画
検
討
等

資料 7

現地調査、所有者アンケート調査 結果集計

第１回（３/２８）

（３/１４）

第２回 第３回 第４回 第５回 第６回 第７回 第８回

施行

施行

改定作業、素案作成

改定作業、素案作成

修正作業

修正作業

運用

運用

計画及び対応指針のパブコメ実施

・委嘱式

・法改正について

・空家等対策計画

について 等

・計画及び対応

指針のパブコメ

素案について

等

・パブリックコメン

トの結果について

・計画及び対応

指針の案につい

て 等

・計画（案）及び

指針（案）の諮

問・答申 等

鎌倉市空家等対策協議会で報告・審議する内

容について審議を行う

計画及び対応指針の素案

に対するパブコメの実施

について報告

計画及び対応指

針の施行に対す

る報告

令和８年度12月議会

（８月上旬） （１月中旬） （５月上旬） （７月上旬） （１０月上旬） （１月上旬）

（１１月中旬） （３月下旬）

（３月上旬）

・実態調査の進め方に関する検討

・アンケート項目について検討

・法改正に関する検討

・実態調査結果を受けた方針について検討 等


